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研究成果の概要（和文）：本研究では、音楽や動画の著作権の経済価値について分析検討することを目的とする。特に
近年では、YouTube に代表されるような音楽や動画をネット上で共有するいわゆるコンテンツ共有サイトの利用拡大が
進んでいる。しかし、コンテンツ共有サイトの普及にともない国内の音楽業界では、CDの販売額が10年前と比較して大
幅に低下している。このような状況を踏まえた上で、本研究では、コンテンツ共有サイトが、CDやDVDの販売額に与え
る影響を分析するとともに、コンテンツ共有サイトの存在を考慮した上で、音楽や動画の著作権の適正な経済価値と今
後の音楽業界のあり方についても検討した。

研究成果の概要（英文）：This study analyzed the economic value of intellectual property rights in Japan. 
Expressly, this study takes particular note of copyrights and analyzed digital intellectual properties 
such as DVD-videos, music-CDs. It is verified that the economic value of copyrights can be identified 
distinctly as effective managerial resources.
In recent years , content -sharing sites represented by YouTube become widely used. However , in the 
domestic music industry with the spread of content sharing sites , sales of music-CD is being reduced 
dramatically in comparison with ten years ago .This study also analyzed impacts of content -sharing sites 
on the economic value of copyrights and the domestic music industry. From this results, this study 
examined the property economic value of music copyright and also considered the future of the domestic 
music industry.

研究分野： 情報経済学、経営情報論
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１． 研究開始当初の背景 
情報通信技術の発展に伴い知的資産を活

用した組織経営が注目されるようになって
きた。とりわけ、デジタル化された著作物や、
コンピュータ・ソフト、マルチメディア・ソ
フト、データベースといった知的財産は、企
業の重要な経営資源として戦略的な活用が
求められるようになった。同時にわが国の知
的財産政策は、デジタル化・ネットワーク化
に対応するための著作権法改正、最高裁の均
等論採用、特許侵害訴訟における損害賠償額
の高額化などによって、知的財産の強く広い
保護へ向けて動き出した。2002 年 7 月には
政府によって知的財産戦略大綱が策定され、
さらに同年 12 月には知的財産基本法が成立
し、知的財産保護は国家戦略のひとつとして
位置づけられるに至った。こうした状況の中
で、知的財産の流通、知的財産の担保化、知
的財産侵害訴訟における損害賠償算定など、
知的財産の価値や経済効果に対する評価が
求められるようになった。しかし、知的財産
の価値及び経済効果に対する評価に関連し
た研究は、国内外を見渡しても多くは実施さ
れていなかった。本研究に関連する代表的な
研究として Gordon V. Smith と Russel L. 
Parr による“ Valuation of Intellectual 
Property and Intangible Assets”(1994);知
的財産研究所訳、菊池純一監訳、『知的財産
と無形資産の価値評価』(1996)があげられる。
この研究は、米国における知的財産の価値及
び経済的寄与を評価するための考え方や方
法を具体的に示している。一方、中泉拓也に
よる「著作権における権利保護期間の最適
化」（2004）では、著作権の経済効果を最大
化するための権利保護期間の分析が示され
ている。しかし、知的財産の経済価値や経済
効果を正確に評価する手法は、まだ確立され
ていなかった。 
 
２． 研究の目的 
本研究では、音楽や動画の著作権の経済価

値について分析検討することを目的とする。
特に近年では、YouTube に代表されるよう
な音楽や動画をネット上で共有するいわゆ
るコンテンツ共有サイトの利用拡大が進ん
でいる。しかし、コンテンツ共有サイトの普
及にともない国内の音楽業界では、CD の販
売額が 10 年前と比較して大幅に低下してい
る。その一方で、CD や DVD の発行者であ
るコンテンツ業界の一部では、コンテンツ共
有サイトを宣伝広告のメディアとして積極
的に利用してビジネスの拡大を図る企業も
出現してきた。このような状況を踏まえた上
で、本研究では、コンテンツ共有サイトが、
CD や DVD の販売額に与える影響を分析す
るとともに、コンテンツ共有サイトの存在を
考慮した上で、音楽や動画の著作権の適正な
経済価値と今後の音楽業界のあり方につい
ても検討した。 
 

 
３． 研究の方法 
本研究では、まず知的財産の経済価値を分

析するために著作権に着目し、特に DVD、
音楽 CD などデジタル化された著作物の中か
ら関連資料等を詳細に調査した上で分析対
象となる著作物を選択し、同時に当該著作物
の著作権者である企業の財務データの分析
や取材調査などを通して当該著作物の経済
価値の推定を行う。具体的には、比較的規模
の大きい企業（音楽産業など）の代表的かつ
経営上重要な著作物を対象として、当該著作
物が企業の売上高、コスト、利益などに与え
る影響を有価証券報告書や取材調査から推
定する。そして、その推定結果を用いて当該
著作物が企業に与えた経済効果を分析する。
つまり、当該著作物による増収効果、当該著
作物を保護するためのコスト、増収効果と著
作権に関わるコストから算出される利益の
増加分などから当該著作物の経済価値を分
析していく。さらに、YouTube などのコン
テンツ共有サイトが著作権の経済価値に与
える影響を分析するためのモデルを構築し、
実証的に分析することを目標とする。 
著作権の経済価値の分析に必要なデータの
収集を行う際には、分析対象とする企業の有
価証券報告書や決算関連の資料を詳細に分
析するとともに、公表データでは得られない
情報については、取材調査及びアンケート調
査を実施し分析に必要な情報を補完してい
く。一方、著作権の経済価値を分析するため
の経済的アウトプットについては、「有価証
券報告書」から得られる経常利益や付加価値
とし、先に収集した著作権に関わるコストと
の相関関係を構築したモデルにより分析し、
その結果を評価する。評価した著作権は、分
析事例としてデータベースに登録し、同様な
事例を評価する際の参考資料として再利用
可能になるよう整理する。同時に、いくつか
の音楽CDに着目し、その売上とYouTube の
アクセス回数との相関を分析する。この際に
は、YouTube などのコンテンツ共有サイト
が出現する以前まで遡って過去のデータを
収集するとともに、ネット経由での音楽配信
の影響を含めて分析することで、コンテンツ
共有サイトが著作権の経済価値に与える効
果を考察する。また、本研究の成果を踏まえ
た上で、著作権を産業・企業間で効果的に利
用するための制度的デザインについて考究
していく。 
 
４． 研究成果 
これまでに、デジタル化された著作物として
音楽 CD を研究対象として、分析に必要とな
るデータを各種の資料調査や有価証券報告
書などから収集するとともに、開発した著作
権の経済価値の分析モデルを用いて著作権
の経済価値を分析してきた。分析を進める過
程では、可能な限り多くの著作物の事例につ
いて経済価値の算出を行い、現実の企業行動



などとの比較検討から分析モデルの問題点
を明確にし、必要な場合はモデルの修正を進
めてきた。また、様々な経済的、社会的、技
術的背景を考慮しつつ、著作権の経済価値に
ついて検討した。さらに、YouTube に代表さ
れるような音楽や動画などのコンテンツ共
有サイトにおける著作権の無断利用が、その
経済価値に及ぼす影響について分析検討し
た。一方、コンテンツ共有サイトを音楽 CD
などの著作物の新たな宣伝広告のメディア
として積極的に利用してビジネスの拡大を
図る企業戦略についても調査し考察を加え
た。結果として、コンテンツ共有サイトの利
用拡大が、CDの販売額には負の影響を与える
ことが一部の分析結果では示された。しかし
その一方で、コンテンツ共有サイトをマーケ
ティングなどに積極的に利用することによ
って、ファン層の拡大やファンクラブビジネ
スへの展開など新たな音楽ビジネスを模索
する動きも出始めていることが分かった。つ
まり、コンテンツ共有サイトの利用拡大にと
もない音楽ビジネスそのものが、従来の音楽
CD の販売を中心としたものから、例えばファ
ンクラブを中心としたイベントビジネスな
ど、コンテンツの表現者であるアーティスト
のファンを取り込んだ新たなビジネスモデ
ルに移行しつつある。その意味では、コンテ
ンツ共有サイトが音楽ビジネスに与えてい
る影響は大きなものとなっている。 
年度別には、以下のような調査・研究活動を
実施した。 
①  平成２４年度 
平成２４年度は、研究対象とする著作物、企
業の選定を進めるとともに、デジタル化され
た著作物に関する各種情報、有価証券報告書
などの資料収集、研究対象とした著作権の詳
細調査、有価証券報告書の調査及び企業への
取材調査を通して企業の財務データの整理
を行い、著作権の経済価値を分析した。一方、
デジタル化された著作物のコピー制限が著
作権の経済価値へ与える影響を分析するた
めのデータを収集し、分析を行った。 
なお、小林稔（研究代表者）は、研究総括、
デジタル化された著作物に関する資料収集、
情報システムの整備、アルゴリズム及びモデ
ルの作成などを担当した。杉本（研究分担者）
は、研究対象とする著作権の選定、著作権の
詳細調査を、西岡（研究分担者）は、有価証
券報告書など企業データの収集及び分析、小
林猛久（研究分担者）は、企業への取材調査、
モデルの作成を担当した。 
②  平成２５年度 
平成２５年度は、研究対象を音楽 CD などデ
ジタル化された著作物として、引き続き著作
権の経済価値の分析を行った。特に、２４年
度で分析した著作権の経済価値の妥当性を
検討した。また、現実の企業行動、財務諸表
などとの比較検討から必要な基本モデルの
修正を進め精緻なモデルの構築を進めた。ま
た、国外の企業の著作権についても取材調査

を行った。そして、国内と国外の企業間で著
作権の経済価値にどのような相違がみられ
るのか比較検討を試みた。さらに、YouTube
などのコンテンツ共有サイトがコンテンツ
の経済価値に与える影響を分析検討した。 
研究の分担は、小林稔（研究代表者）は、研
究総括、デジタル化された著作物の資料収集
および調査、国内及び国外企業への取材調査、
基本モデルによる著作権の経済価値の算出、
算出結果の妥当性の検討、学会発表などを担
当した。杉本（研究分担者）は、著作権の詳
細調査、有価証券報告書など企業データの分
析を、西岡（研究分担者）および小林猛久（研
究分担者）は、国内及び国外企業への取材調
査などを担当した。 
③  平成２６年度 
平成２６年度は、２４～２５年度の研究を通
して作成した著作権の経済価値の分析モデ
ルとこれまでに収集したデータを用いて、著
作権の経済価値を分析するための数値解析
を集中して実施した。その結果を踏まえ、
様々な経済的、技術的背景を考慮しながら、
著作権の経済価値について再考した。同時に、
YouTube などのコンテンツ共有サイトがコン
テンツの経済価値に与える影響について詳
細に分析検討した。さらに平成２６年度は、
積極的に国内の企業等へ取材調査を進めて、
経営の現場における著作物の使用の実態と
その経済効果について考察を行った。以上の
研究結果から、今後の知的財産戦略について
も考察を加えた。 
研究の分担は、小林稔（研究代表者）は、研
究総括、著作権の経済価値の算出、分析結果
の検討、モデルの妥当性及び適用範囲の検討、
研究報告書の作成、学会発表などを担当した。
杉本（研究分担者）は、法学的観点からの検
討、算出結果の検討を、西岡（研究分担者）
および小林猛久（研究分担者）は、モデルの
妥当性及び適用範囲の検討、学術論文の作成、
学会発表などを担当した。 
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